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  経営理念 
セセココムムググルルーーププ、、「「社社会会シシスステテムム産産業業」」ととししててのの運運営営憲憲法法  
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1950年 2月 東洋火災海上保険株式会社設立 
1998年 9月 セコム株式会社資本参加、セコムグループ入り

(第三者割当増資、資本金19億510万円) 
社名を「セコム東洋損害保険株式会社」へ変更 

1999年 3月 セコム株式会社全額引受による第三者割当増資
(資本金56億1,130万円) 

 4月 ｢火災保険セキュリティ割引」発売 
 9月 ｢セコム安心マイカー保険」発売 
2000年 5月 社名を「セコム損害保険株式会社」へ変更 

本店を東京都千代田区平河町二丁目６番２号
セコム損保ビルに移転 

 10月 ｢セコム安心マイホーム保険」発売 
2001年 10月 ｢自由診療保険メディコム(ガン治療費用保険)｣

発売 
2002年 1月 ｢ＮＥＷセコム安心マイカー保険(新型自動車

総合保険)｣発売 
2004年 1月 インターネットで申込が完結する「ＮＥＷセコム

安心マイカー保険(新型自動車総合保険)」発売 
 5月  社内基幹システム(ＮＦＳ)の稼働開始 
 

2004年 10月 富国生命保険相互会社との提携によるセット 
商品「自由診療保険メディコムプラス(ガン
入院治療費用保険[提携用])」発売 

2005年 11月 ｢セコム安心個人情報保険｣発売 
2006年 8月 乳ガン経験者向けガン保険「自由診療保険 

メディコムワン(ガン経験者用ガン治療費用 
保険)」発売 

2008年 3月 セコム株式会社全額引受による第三者割当増資
(資本金80億9,330万円) 

 12月 セコム株式会社全額引受による第三者割当増資
(資本金145億5,880万円) 

2009年 4月 ｢自由診療保険メディコム(新ガン治療費用 
保険)｣発売 
セコム株式会社全額引受による第三者割当増資
(資本金168億880万円) 

2015年 2月 新・販売システム(火災保険版)の稼働開始 
 5月 新・販売システム(自動車保険版)の稼働開始 
2020年 6月 新損害サービスシステム（NFS-S）の全面稼働 
2025年 4月 ｢自由診療保険メディコム・メディコムワン｣

の商品改定を実施 

� � � ����p�þ�w�›	í��
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     業界の損害保険の普及啓発 
 ・理解促進活動 

��  

 
当社では、一般社団法人日本損害保険協会の一員として、

損害保険の普及啓発・理解促進活動に取り組んでおり、2015
年9月に国連サミットにて採択されたSDGs（Sustainable 
Development Goals）の達成にも貢献しています。 
主な取組みは以下のとおりです。 

11..普普及及啓啓発発・・理理解解促促進進  
 
国民一人ひとりがより自立的で、安心かつ豊かな生活を実

現するためには、損害保険に関する金融リテラシー（「損害
保険リテラシー」）は欠かせない生活スキルの一つです。消
費者のリスク認識の一層の高揚を図り、損害保険の仕組みや
役割を理解したうえで、適切かつ有効に活用いただけるよう、
「損害保険リテラシー」の向上に取り組んでいます。 
＜「生活スキルとして最低限身に付けるべき金融リテラシー」＞ 

金融経済教育研究会（事務局：金融庁）は、保険商品に関
する「生活スキルとして最低限身に付けるべき金融リテラ
シー」として以下を掲げています。 

①自分にとって保険でカバーすべき事象（死亡・疾病・火
災等）が何かの理解 

②カバーすべき事象発現時の経済的保障の必要額の理解 
 
消費者の皆さまに損害保険を理解いただくための取組み

として、損保協会ホームページや講師派遣活動などを通じ
て、損害保険に関する各種情報を発信しています。 

 
(1)損害保険の普及啓発・理解促進 

①そんぽ学習ナビ 
 損保協会ホームページ内で教員支援サイト「そんぽ
学習ナビ」を開設しています。本サイトでは、損保協
会の教育支援ツール（教材）などを年齢層別にまとめ
ています。 

 
②講師派遣活動 

損害保険の仕組みや役割を理解していただくため
に、次のような各種講演会を全国で開催しています。    
・高校生や高校教諭を対象とした講演会 

・大学生を対象とした講演会 

・一般消費者を対象とした各種講演会 

・消費生活相談員を対象とした各種勉強会 
 

③各種教育副教材の提供 
高校生を主な対象に、日常生活のリスクと、そのリス

クに備えるための損害保険について学習するための教材

｢明るい未来へTRY！～リスクと備え～」を提供してい
ます。本教材は、公益財団法人消費者教育支援センター
が実施している「消費者教育教材資料表彰2023」にお
いて、動画教材が優秀賞を受賞するなど、各方面から評
価を得ています。 

 
 

22..地地震震保保険険のの普普及及・・啓啓発発 
 
地震保険は、地震・噴火・津波による建物・家財の損害

を補償します。法律に基づき国と損害保険会社が共同で運
営する保険であり、被災者の生活再建資金を確保し、生活
の安定に寄与する役割を担っています。 

2023年度に火災保険を契約された方のうち、約7割の方
が地震保険に加入しています。 

地震リスクへの理解を促し、地震保険の普及・啓発を行
うことは損害保険業界の社会的使命となっています。 

損害保険業界では、地震保険を募
集する損害保険代理店の支援、テレ
ビ・新聞・インターネット・ポスタ
ーなどの広告を用いた地震リスクと
地震保険の必要性を啓発する取組み
などを通じて、地震保険の理解促進
および加入促進を図っています。 
 
 
33..自自賠賠責責保保険険のの普普及及・・啓啓発発  

 
自賠責保険制度の理解促進および

保険加入漏れ防止のため、新聞・イ
ンターネット・ポスターなどの広告
を通じた「自賠責保険広報活動」を
1966年から実施しています。 

 
 
 
 
 

44..消消費費者者行行政政機機関関等等ととのの対対話話・・交交流流  
 

各地域の消費者行政機関や消費者団体との対話・交流を
通じた意見・情報交換を実施しています。また、各地域の
消費生活相談員向けに、損害保険に関する相談対応の参考
となるよう、勉強会を実施しています。 

 
（参考）上記の1.～4.の取組みに対し、業界全体で7億

2180万円（2024年度予算ベース）を拠出しています。 
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   業界の社会公共活動   

 

当社では、一般社団法人日本損害保険協会の一員として、
事故、災害および犯罪の防止・軽減にむけて、さまざまな
社会貢献活動に取り組んでおり、2015年9月に国連サミッ
ト に て 採 択 さ れ た SDGs(Sustainable Development 
Goals)の達成にも貢献しています。 

主な取組みは以下のとおりです。 
 

 

11..交交通通安安全全対対策策
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成しています。毎年、全国各地での防災イベントや幼稚園、
保育所、小学校低学年の行事や授業などで活用されていま
す。 
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 主な取扱い商品  

お客さまにとって本当に必要な商品やサービスを低価格で
ご提供すること、そして安心して喜んでいただくこと。   
それがセコム損害保険のポリシーです。このポリシーのもと、  
これまでに私たちは自動車、住まい、事務所・店舗・工場、 
各種傷害・レジャーなど、あらゆるニーズに適した商品を  
開発・ご提供してきました。なかでも、「セコム安心マイ   
ホーム保険」「火災保険セキュリティ割引」「セコム安心   

マイカー保険」などの独創的な商品は、セコムグループだか
らこそ実現可能となりました。さらに、「自由診療保険メディ
コム」は、時代のニーズに応え、業界に先駆けて実損てん補
型のガン保険として開発し商品化しました。セコム損害  
保険は、斬新な発想とグループ力で顧客ニーズをつかむ独創
的な商品・サービスの開発に努めています。 

   

   

自由診療・公的保険診療を問わず、ガンの入院治療費を実質自己負担0円にするガン保
険です。さらに、通院治療の重要性が高まっているガンの治療実態に対応し、通院で自己
負担された治療費用を５年ごとに最大2,000万円まで補償いたします。 

これまでのガン保険は入院日数に対して1日あたりの保険金を定額で支払うタイプが
一般的であり、自由診療による治療費の実額を補償するタイプの「自由診療保険メディコ
ム」は、自動車保険の「対人無制限補償」といった損害保険会社ならではの発想を第三分
野(医療・ガン保険等)商品にも拡大させた斬新な商品です。 

ガンにかかったら治療に専念し、ガンを克服していただきたい。 
経済的な負担を気にすることなく、ベストな治療を目指していただくためのガン保険で
す。 

   

   

自由診療保険メディコムワンは、乳ガンをご経験された女性のためのガン保険です。万
一、乳ガンの再発・転移が生じた場合はもちろん、他のガンにかかった場合も、自由診療・
公的保険診療を問わず、入院治療費は無制限、通院治療費は5年ごとに最大2,000万円ま
で、かかったガンの治療費を補償します。 

女性が最もかかりやすく、30歳代から50歳代という働き盛りの時期に罹患率のピーク
を迎える乳ガン。当社として、乳ガンをご経験された方のお役に立ちたいとの思いから、
「自由診療保険メディコムワン」を開発いたしました。 

   
   

お客さまのお住まいの状況に応じた補償の選択と保険料の割引を実現したセコム損害
保険ならではの住宅専用火災保険です。火災によるリスクが低いと考えられるホームセ
キュリティを導入されているお住まい、オール電化住宅には保険料の割引制度をご用意
いたしました。また、万一事故に遭われた場合も、危険軽減のために負担した費用を補償
する「セキュリティ・グレードアップ費用」で安心をバックアップ。セコム安心マイホー
ム保険なら、万一のときも安心です。 

   
   

オンライン・セキュリティシステム＊の導入によるリスクの軽減効果を当社で分析する
ことにより、「最大約30％の割引率適用」を実現させました。オンライン・セキュリティ
システム＊を実施されている物件で、法人所有の事務所や店舗などの建物と収容動産、 
または個人所有の事業用建物および事業用動産が対象となります。 
＊火災に対する警戒がなされており、当社の定める基準により一定のリスク軽減効果が確認されたものに

限ります。 
   

   

24時間365日、もしもの時に、お客さまの要請に基づいて事故現場にセコムの緊急対処
員が駆けつける「セコムの現場急行サービス」が特長。また、事故のみならず車の故障に
も対応する「ロードアシスタンス」に加え、事故時の「示談交渉サービス」をご提供する
など、安全と安心のプロフェッショナルがお客さまをしっかりサポートする自動車保険で
す。個人のお客さまには「ゴールド免許割引」「インターネットでお申込のお客さまへの
保険料割引」などをご用意。お客さまの諸条件をきめ細やかに把握することで、お客さま
に合わせた保険料を実現しています。 
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 各種サービス>Ì>Ì

当社では、お客さまの声を広く業務に反映させるため、さまざまなネットワークを創り、多様な販売チャネルとサービス体制
を整備しております。 

現在、次の3つのネットワーク体制を軸としてサービスのご提供を行っています。 
 
１． お客さま一人ひとりに安心と便利をお届けするために、代理店・コールセンター・インターネット・フリーFAXなどに 

よる資料請求のご案内から、ご契約やアフターサービスにいたるまで、きめ細かなコミュニケーションがとれるネットワーク。 
２． 全国に広がる営業拠点と事故対応を行う拠点(サービスセンター)、そして2,238店の代理店を結ぶネットワーク。 
３． 自動車保険にご加入のお客さまが、万一交通事故に遭われたとき、全国約2,500カ所の緊急発進拠点から、24時間365日   

いつでもセコムの緊急対処員が現場に急行し、迅速にサポートできる体制。 

事故付随サービス 
●事故受付センター 
 ・24時間365日事故受付サービス 
  フリーダイヤル 0120-210-545(携帯電話からもご利用できます) 
 
●サービス内容 

ササーービビスス名名称称  ササーービビスス内内容容  

現場急行サービス 
お客さまに「安心」していただけるよう、セコムの全国ネットワーク約2,500カ所の緊急発進
拠点から夜間・休日を問わず24時間365日、緊急対処員が事故現場に急行し※１、事故処理の
流れのご説明やロードサービスの取次等をいたします。 

ロードアシスタンス 事故受付センターにおいて、事故の際のレッカー車の手配やキーのとじ込み・バッテリー 
あがり等のロードサービスをご案内いたします。※2 

お客さま安心コールサービス 損害サービスの担当者が、お客さまの事故処理の進捗状況を適宜ご連絡いたします。 

整備工場紹介サービス お客さまのご要望に基づき、全国約580カ所の優良な整備工場ご紹介いたします。 

修理業者紹介サービス お客さまのご要望に基づき、修理会社の選定から建物の復旧までをトータルにサポートいた
します。※3 

※1． 事故現場が山間部、島しょ部、高速道路上など、急行不能な一部エリアおよび事故現場が特定できない場合、現場急行サービスは提供されません。 
※2. 無料サービス以外に有料サービスの提供もあります。 
※3. 大規模な災害が発生した場合や損害状況によっては、ご要望に応じた紹介ができないことがあります。 
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 保険金のお支払い  

((１１))  保保険険金金ののおお支支払払いいままででのの一一般般的的なな流流れれ((自自由由診診療療保保険険メメデディィココムム以以外外のの場場合合))  
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(損保一般試験)」の「商品単位」に合格しなければ、当
該保険商品の商品説明(概要を含む)、意向把握・意向確
認および契約の締結ができなくなりました。 

2012年7月には、「損害保険募集人一般試験(損保一般
試験)」に合格した募集人が、さらなるステップアップを
目指す仕組みとして業界共通の制度である「損害保険大
学課程」が創設されました。 

 
④ 代理店教育 

当社では、お客さまの多様なニーズにいつでも応えら
れる幅広い知識と技術を身につけて、活力に富み、信頼
とサービスをご提供できる代理店を育成するために、 
資格取得のための代理店講習を常時開催するとともに、
教材・DVD・eラーニング(インターネットを活用した教
育システム)等を使った当社独自の代理店研修、各種セ
ミナー等を随時開催するなどして、代理店業務知識、周
辺知識を習得するための教育を実施しております。 
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おお客客ささままににととっってて本本当当にに必必要要かかつつセセココムムググルルーーププららししいい独独創創的的なな商商品品・・ササーービビススををごご提提供供すするるよようう努努めめまますす。。  
ままたた、、おお客客ささままににごご利利用用いいたただだくくシシスステテムムのの利利便便性性をを向向上上ささせせててままいいりりまますす。。  

保保険険商商品品のの販販売売にに際際ししててはは「「勧勧誘誘方方針針」」をを定定めめ、、適適正正ででああるるここととははももととよよりり、、おお客客ささままののごご意意向向とと実実情情にに応応じじたた  
丁丁寧寧なな説説明明をを行行っっててままいいりりまますす。。  ⇒⇒  勧勧誘誘方方針針（（PP..2266））  

  

  

  

  

(１)新しい商品・サービスの開発 
・フコク生命の医療保険「ワイドプロテクト」のセット商品であるがん保険「自由診療保険メディコムプラス」におい

て、近年のがん治療における通院治療へのシフトや国による在宅医療の提供体制の整備状況等を踏まえ、2024 年 4 月
1 日付にてガン外来保険金の支払限度額の引上げや公的保険診療による在宅医療の補償対象化等の商品改定を行いま
した。 

・がん保険「自由診療保険メディコム」「自由診療保険メディコムプラス」「自由診療保険メディコムワン」において、
商品内容の魅力向上を目的として、2024 年 4 月 1 日以降診療分から自由診療の補償対象医療機関を拡大しました。 

 
(２)契約手続きの利便性向上 

・コールセンターでご契約いただく安心マイカー保険において、これまでご契約内容の変更受付は電話のみ（住所変
更は除く）でしたが、2025 年 3 月から Web での受付（電子メール受付）も開始しました。これにより、コールセ
ンター営業時間外でも車両入替などの変更受付が可能となり、お客さまの利便性が向上しました。 

・自賠責保険において、ご契約の引き受けや契約管理業務に係る損害保険業界の共同システム One-JIBAI を導入しました。 
これまでの自賠責保険の制度は対面手続きによる自賠責証明書の紙交付が前提でしたが、One-JIBAI の導入により、
自賠責保険における非対面でのお手続きや自賠責証明書の PDF データ交付が実現し、お客さまの利便性が向上し
ました。 

 

  

  

 
 

(１)わかりやすい情報のご提供 
■自由診療保険メディコム 

・ホームページ上の協定病院一覧について、2023 年度の「自由診療保険メディコムプラス」に続き、他のメデ
ィコムシリーズにおいても検索の利便性を改善しました。最寄りの協定病院が探しやすい環境を整えるととも
に、パンフレット・チラシなどの募集ツールに二次元コードを掲載し、スマートフォン等でいつでもどこでも
最新の協定病院一覧をご確認いただくことが可能になりました。 

・お客さまの声から、自由診療保険メディコムのホームページ（https://www.medcom.jp/）上に、2009 年 3
月以前に販売していた旧メディコムと改定後商品の比較表や、改定した商品への移行が選択可能であることを
ご説明するエリアを設けました。 

 
■自動車保険 

お客さまの声を受け、2023 年度に改定した通販型自動車保険のパンフレットに続いて、代理店が使用する自動
車保険のパンフレットについても改定を実施しました。補償の対象が複雑になりがちな人身傷害保険や搭乗者傷
害保険の内容をシンプルな図表で説明するなどして、わかりやすさが向上しました。 
今後も情報をわかりやすくご提供するための改善を行ってまいります。 

 
(２)代理店に対する教育・管理・指導 

・代理店に対し、e ラーニング等の研修、業務監査等を実施し、募集品質の向上や周辺知識の習得を図っております。 
・代理店は法令により財務局への登録、募集人届出等が義務付けられており、また、損害保険業界全体で募集人に

求められる知識レベルの習得を確認する仕組み（損害保険募集人一般試験（損保一般試験））の取得が求められ
ていることから、これらの管理業務等を行っております。 

方方針針２２．．セセココムムググルルーーププららししいい商商品品・・ササーービビススのの開開発発とと利利便便性性のの向向上上にに向向けけたた取取組組みみ  

方方針針３３．．保保険険募募集集にに対対すするる取取組組みみ  
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迅迅速速・・適適切切なな保保険険金金ののおお支支払払いいがが、、基基本本的的かかつつ重重要要なな社社会会的的使使命命ででああるるここととをを十十分分にに認認識識しし、、適適正正なな保保険険金金のの  
おお支支払払いいをを実実現現すするるよよううにに努努めめまますす。。 

  

  

  

  

(１)正しい保険金のお支払い 
保険金の支払漏れを防止し、適正なお支払いを実践するため、管理部門である保険金審査グループにおいて保険金
支払内容のサンプリング点検を実施し、点検結果の集約および分析を継続的に行い改善に努めております。また、
社内研修等による事故担当者の知識や技能の向上を行い、適切な保険金支払態勢の促進に努めております。 

 
(２)迅速な保険金のお支払い 

① 事故の対応を行うサービスセンターにおいて、事故受付日や保険金請求書類をご提出いただいた日から保険金 
お支払いまでの所要日数に目標を設定して短縮を目指しております。 

② 火災保険、傷害保険の保険金請求をインターネットで完結することができる「ネット請求」のご利用を促進して
おります。事故のお申し出から保険金請求手続きに至る一連のお手続きをインターネット上で行っていただくこ
とで、書面でのご請求よりもスピーディーなお支払いを目指しております（※）。 

※ 一定の条件に合致した事故内容が対象となります。 
 
(３)安心のご提供 

◆「インターネット事故受付」「ネット請求」普及の取組み 
インターネットでの事故受付や保険金請求手続きの利便性の高さをより多くのお客さまに知っていただくため、
ホームページでのご案内のほか、事故受付時の自動音声応答システムでのご案内などの広報活動を行っておりま
す。 

 
 
◆修理業者のご案内 

自動車や住宅などの修理業者の選定でお悩みのお客さまのほか、被災時に早急な復旧をご希望されるお客さまに、
当社提携先の複数の自動車整備工場や工務店等をご紹介しております。これにより、お客さまの不安を解消する
とともに、お手続きの手間を軽減できるよう取組んでおります。 
また、万が一の際に少しでもご安心いただけるよう、より多くのお客さまにサービスを周知するため、ご案内 
チラシを配布するなどの広報活動も行っております。 

 
 
◆災害対応強化の取組み 

保険金のお支払い業務を電子化することで、台風や地震などの災害発生時に、全国のサービスセンターと連携し
た分散対応等を可能とし、迅速な保険金のお支払いを促進する取組みを継続して行っております。 
また、本店管理部門スタッフに研修を行い、災害発生時に事故受付やお客さまからのご相談をお受けできる動員
体制を構築しております。 

方方針針４４．．保保険険金金をを適適正正ににおお支支払払いいすするるたためめのの取取組組みみ  
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おお客客ささままのの利利益益をを不不当当にに害害すするるここととのの無無いいよようう「「利利益益相相反反管管理理方方針針」」をを定定めめ、、利利益益相相反反ののおおそそれれののああるる
取取引引をを管管理理しし、、適適切切にに業業務務をを遂遂行行いいたたししまますす。。  

⇒⇒  利益相反管理方針（（PP..6633）） 

「「セセココムム損損保保のの基基本本行行動動指指針針」」おおよよびび「「中中期期事事業業計計画画ににおおけけるる行行動動指指針針」」をを定定めめ、、正正ししささにに立立脚脚ししたた  
おお客客ささまま中中心心のの業業務務運運営営のの重重要要性性をを、、ああららゆゆるる機機会会ををととららええてて繰繰りり返返しし周周知知徹徹底底をを図図っっててままいいりりまますす。。 

【【中中期期事事業業計計画画ににおおけけるる『『行行動動指指針針』』】】  
・私たちは、最適・最良の商品・サービスを提供することで、お客さまのニーズに応えます。 
・私たちは、礼節と責任を持って誠実に対応することで、お客さまの信頼に応えます。 
・私たちは、タイムリー・スピーディに、かつ正しさを追求して行動することで、お客さまの 

期待に応えます。 

>Ì>Ì

>Ì>Ì

>Ì>Ì

>Ì>Ì

>Ì>Ì

「利益相反管理方針」を定め、お客さまの利益を不当に害することのないよう努めております。 
 
 
 
 

>Ì>Ì

>Ì>Ì

>Ì>Ì

>Ì>Ì

>Ì>Ì

>Ì>Ì

>Ì>Ì >Ì>Ì >Ì>Ì

>Ì>Ì

>Ì>Ì

>Ì>Ì

>Ì>Ì

>Ì>Ì

>Ì>Ì

>Ì>Ì

>Ì>Ì

 
 
 

・当社で働く全員が常にお客さまのことを第一に考えて行動できるよう、「セコム損保の基本行動指針」を定
め、全事業所にポスターを掲示し周知しております。 
なお、新入社員研修・若手社員研修・責任者研修などの各種社内研修においても、カリキュラムの一つとし
て「セコム損保の基本行動指針」「お客さま本位の業務運営に関する方針」の講義を実施しております。 

・「中期事業計画における『行動指針』」は全社員に周知するために、中期事業計画（2023-2025）を社内イ
ントラネットに掲載し、いつでも確認できるようにしております。>Ì>Ì >Ì>Ì

方方針針５５．．利利益益相相反反へへのの取取組組みみ  

方方針針６６．．行行動動指指針針のの定定着着へへのの取取組組みみ  

【セコム損保の基本行動指針】 
１．お客様への礼節ある対応 
２．正しい募集、正しい事務処理、正しい保険金支払い 
３．風通しのいい組織作り 
４．正しい利益の追求 
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金融庁が策定した「顧客本位の業務運営に関する原則」の各原則と、当社が策定した「お客さま本位の業務運
営に関する方針」の各方針との対応関係は下表のとおりです。 

  
金融庁の原則  

※１ ※２ 
対応する当社の方針 

 

原則２ 方針１～方針６ 

原則３ 方針５ 

原則５ 方針３、方針４ 

原則６ 方針２～方針４ 

原則７ 方針６ 

参参考考   金金融融庁庁「「顧顧客客本本位位のの業業務務運運営営にに関関すするる原原則則」」とと当当社社「「おお客客ささまま本本位位のの業業務務運運営営にに関関すするる方方針針」」
ととのの対対応応関関係係ににつついいてて  

※１ 原則４、原則５（注２）（注４）、原則６
（注１）～（注４）（注６）（注７）および補
充原則１～５は当社の取引形態上、または
投資性のある金融商品・サービスの取り扱
いがないため、本方針の対象としておりま
せん。 

 
※２ 金融庁の各原則の詳細につきましては、

金融庁ホームページにてご確認ください。 
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  勧誘方針 
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損害保険業界では、中立・公正な立場で問題を解決する紛争解決機関を設置しています。 
詳しくは以下をご参照ください。 
 

手続実施基本契約を締結している指定紛争解決機関 
 



29 

Ⅰ

Ⅱ
当
社
の
概
況
・
組
織



30

 １ 経営の組織(2025年７月１日現在) 

１ サービスネットワーク 
本店を東京に置き、日本全国40カ所に営業拠点を配置し、お客さまのご要望にお応えしております。また、事故の際は、事故

受付センターをはじめ、本店および日本全国のサービスセンターにおいて万全の対応を期しております。 
さらに、自動車保険にご加入のお客さまが万一交通事故に遭われたとき、グループの中核であるセコムおよび関連会社所有の

全国約2,500カ所の緊急発進拠点から、お客さまの要請に基づき24時間365日いつでもセコムの緊急対処員が自動車事故現場に 
駆けつける現場急行サービス※を行っております。 
※事故現場が山間部、島しょ部、高速道路上など、急行不能な一部エリアおよび事故現場が特定できない場合、また、天災・大規模災害等の影響により

事故現場への到着ができない場合などについては、現場急行サービスは提供されません。 

Ⅱ．当社の概況・組織     
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Ⅲ．当社の主要な業務に関する事項     
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【当期の業績】 
保険引受収益のうち、正味収入保険料は前期に比べ54億98百万円増収し574億28百万円となりました。これに収入積立保険

料などを加えた保険引受収益は前期に比べ57億1百万円増収し577億19百万円となりました。 
一方、保険引受費用のうち、正味支払保険金は前期に比べ5億58百万円増加し285億81百万円となり、諸手数料及び集金費は

前期に比べ11億96百万円増加し91億19百万円となりました。これらに損害調査費などを加えた保険引受費用は前期に比べ19
億48百万円増加し455億8百万円となりました。保険引受収益から保険引受費用、保険引受に係る営業費及び一般管理費等を除
いた保険引受利益は、前期に比べ30億51百万円改善し、13億53百万円の利益となりました。 

 
●決算のしくみ(単位：百万円)  
������������������������������

��

��������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
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３ 業務の状況を示す指標 

１ 主要な業務の状況を示す指標 



Ⅲ．当社の主要な業務に関する事項     
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Ⅲ．当社の主要な業務に関する事項     
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Ⅲ．当社の主要な業務に関する事項   
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 ４ 責任準備金内訳 
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 １ 内部統制システムの構築および運用状況の概要 
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 ２  コーポレートガバナンスの状況  
当社の経営管理体制は、強固で透明性のあるガバナンスを実現するとともに、明確な意思決定プロセスを可能とするため 

次のとおりとしております。 
会会社社のの機機関関のの内内容容  
(１)経営組織概要 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(２)取締役会・監査役会 
当社の取締役会は、現在9名の取締役で構成し、任期は1年としております。監査役会は、社外監査役2名を含む4名の

監査役で構成しております。社外監査役と当社との間には、特別な利害関係はありません。 
 
 

３ コンプライアンス(法令等遵守)の取組み 
当社は、損害保険事業の高い公共性に鑑み、コンプライアンス(法令等遵守)を経営における最重要課題の一つと位置づけてい

ます。 
当社ではコンプライアンスの実践計画であるコンプライアンス・プログラムを策定し、このプログラムに沿って社員に対する

コンプライアンス教育や代理店への募集に関する指導等を含むコンプライアンス全般の推進を行っています。 
取締役会の諮問機関として代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置しています。同委員会は全国の部・

ブロックに配置されたコンプライアンス・オフィサー、全国の支店、支社、営業所等に配置されたコンプライアンス担当者等か
ら報告されたコンプライアンス事案についての審議やコンプライアンス・プログラムの評価、取締役会への付議等を主な任務と
しています。 

コンプライアンス上の問題をはらむ事案が発生した場合には早期に問題の所在を把握して適切な措置を講じ、被害の拡大
や再発を防止する必要があります。当社は
問題の早期把握に支障を来たす事案に備
え、ホットライン制度を設けています。通
報者の個人情報等は厳重に管理され、不利
益な取扱いを受けることはありません。 

〔コンプライアンス体制図〕 
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  ４ コンプライアンス基本方針 
  
((企企業業活活動動のの原原点点))  
 当社は、セコムグループの一員として「信頼される安心を、社会へ。」をコーポレートメッセージとして掲げ、それに基づく
経営管理態勢の整備および経営の健全性の確保により、お客さまの信頼を原点においた企業活動を行います。 
 
((ココンンププラライイアアンンスス態態勢勢のの構構築築))  
 当社の経営における最重要課題の一つとして、法令等のみならず広く社会的要請に応える態勢(コンプライアンス態勢)を 
構築します。 
 
((正正ししささのの追追求求))  
 お客さまの信頼に応える事業活動の基本は、日常の業務における「誠実かつ礼節ある対応」、「契約内容・商品・手続きなどの
十分な説明」、「迅速・正確な手続き」および「事故発生時の適切な保険金支払い」であることを認識し、「正しさの追求」の理念
のもと誠実に業務を遂行します。 
 
((迅迅速速なな報報告告とと再再発発防防止止))  
 日常の業務活動を通じ、コンプライアンス違反およびその疑義のある事案が発生または発覚した場合は、即時にその事実を 
包み隠さず報告し、お客さま保護の観点等から適切な措置を講じ、被害・損害の拡大や再発の防止を図ります。 

 

 ５ 反社会的勢力への対応に関する基本方針 
 
セコム損害保険(以下「当社」という。)は、健全かつ適正な損害保険業務等を遂行するにあたって、「企業が反社会的勢力に

よる被害を防止するための指針(平成19年６月19日・犯罪対策閣僚会議幹事会申合せ)」等の法令を遵守すると共に、セコム 
グループの一員として「セコムグループ社員行動規範」に基づき、反社会的勢力との関係の遮断に向けて断固たる対応を行いま
す。 
 
①① 組組織織ととししててのの対対応応  
 当社は、反社会的勢力に対しては、担当者や担当部署だけに任せず、経営トップ以下、組織全体として対応します。 
また、反社会的勢力による不当要求等に対応する役職員の安全を確保します。 
 
②② 外外部部専専門門機機関関ととのの連連携携  
 当社は、反社会的勢力による不当要求等に備えて、平素から、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士等の外部の専門機
関と緊密な連携関係を構築します。 
 
③③  取取引引をを含含めめたた一一切切のの関関係係遮遮断断  
 当社は、反社会的勢力とは、取引関係(提携先を通じた取引を含みます。)を含めて、一切の関係を持たないよう努めます。
また、反社会的勢力による不当要求は、断固として拒絶します。 
 
④④  有有事事ににおおけけるる民民事事とと刑刑事事のの法法的的対対応応  
 当社は、反社会的勢力による不当要求等に対しては、民事と刑事の両面から法的対応を行います。 
 
⑤⑤  裏裏取取引引やや資資金金提提供供のの禁禁止止  
 当社は、反社会的勢力による不当要求が、事業活動上の不祥事や役職員の不祥事を理由とする場合であっても、事実を 
隠ぺいするための裏取引を絶対に行いません。また、反社会的勢力への資金提供は、絶対に行いません。 
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当社では、近年のインターネットや情報技術の急速な進展に伴い、これまで以上に高度で厳密な情報管理が重要な経営課題の
一つと認識しており、当社の社会的責務であると考えております。具体的には、情報管理にあたり、「情報セキュリティポリシ
ー」を策定し、お客さまからの信頼の確保を第一に考え、全ての役職員等に対しお客さま情報の保護と適切な取扱いに関する社
内教育の徹底を図っております。 

また、「個人情報の保護に関する法律」および「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」
に基づき、当社は、個人情報取扱事業者および個人番号関係事務実施者として個人情報保護に取り組むにあたり、「個人情報に
関する取扱いについて(個人情報保護基本方針)」を定めております。 

次にその全文を掲載いたします。 
     

 
個人情報に関する取扱いについて 

(個人情報保護基本方針) 
セコム損害保険株式会社 

 
当社は、個人情報保護の重要性に鑑み、また、損害保険業に対する社会の
信頼をより向上させるため、個人情報の保護に関する法律（以下、「個人
情報保護法」といいます）、行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律（番号法）、その他の関係法令、金融分野に
おける個人情報保護に関するガイドライン、その他ガイドラインおよび 
一般社団法人日本損害保険協会の「損害保険会社に係る個人情報保護  
指針」を遵守して、個人情報を適正に取り扱います。また、金融庁および  
一般社団法人日本損害保険協会の実務指針に従って、適切な安全管理措置
を講じます。当社は、従業員等への教育・指導を徹底し、個人情報の取扱
いが適正に行われるよう取り組むなど、お客さまにご安心いただける取り
組みに徹してまいります。また、当社の個人情報の取扱いおよび安全管理
に係る適切な措置については、適宜見直し、改善いたします。 
 
＊以下２．～１９．の各項目における「個人情報」および「個人データ」

とは、個人番号および特定個人情報を除くものをいいます。 
 
１．事業者の名称・住所・代表者の氏名 

当社の名称・住所・代表者の氏名については、下記当社ホームページを
ご覧ください。  
（https://www.secom-sonpo.co.jp/gaiyo/） 

 
２．個人情報の取得・利用 

当社は、業務上必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により個人情報を
取得・利用します。 
当社は、主に保険契約申込書、保険金請求書、取引書類、アンケートな
どにより個人情報を取得します。また、各種お問い合わせやご相談等に
際して、内容を正確に記録するため、通話の録音などにより個人情報を
取得することがあります。 

 
３．個人情報の利用目的 

当社は、取得した個人情報を、次の各号の目的および下記７．８．９．
に掲げる目的（以下、「利用目的」といいます）に必要な範囲を超えて利
用しません。 
利用目的は、お客さま等にとって明確になるように具体的に定め、ホー
ムページ等により公表します。 
また、取得の場面に応じて利用目的を限定するよう努め、申込書等に記
載します。 
さらに、利用目的を変更する場合には、その内容をご本人に通知するか、
ホームページ等により公表します。 
①当社が取り扱う商品の販売・サービスの案内・提供（ご本人の確認、

契約の引受審査、維持・管理、損害査定業務を含みます）を行うため 
＜当社が取り扱う商品・サービス＞ 
損害保険、ローンおよびこれらに付帯・関連するサービス 

②下記７. (1)に掲げる関係会社および下記７.(2)に掲げる提携先企業の
商品・サービスに関する情報の案内のため 

③他の事業者から個人情報（個人データ）の処理の全部または一部に 
 

ついて委託された場合等において、委託された当該業務を適切に遂
行するため 

④市場調査ならびにデータ分析やアンケートの実施等による、商品・
システム・サービスの開発・研究のため 

⑤社員等の採用・雇用、販売基盤(代理店等)の新設および維持管理 
⑥その他、上記に付随する業務ならびにお客さまとのお取引を適切か

つ円滑に履行するため（経営管理・各種リスク管理を行うことを含
みます） 

利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取り扱うときは、個
人情報保護法第18条第3項各号に掲げる場合を除き、ご本人の同意を
得るものとします。 

 
４．個人データの第三者提供および第三者からの取得 
（１）当社は、以下の場合等法令で定める場合を除き、ご本人の同意なく

第三者に個人データを提供しません。 
・当社の業務遂行上必要な範囲内で、保険代理店を含む委託先に提

供する場合 
・当社の関係会社および提携先企業との間で共同利用を行う場合（下

記７．をご覧ください） 
・損害保険会社等との間で共同利用を行う場合（下記８．をご覧く

ださい） 
・国土交通省との間で共同利用を行う場合（下記９．をご覧くださ

い） 
（２）当社は、法令で定める場合を除き、個人データを第三者に提供した

場合には当該提供に関する事項（いつ、どのような提供先に、どの
ような個人データを提供したか等）について記録し、個人データを
第三者から取得する場合（個人関連情報を個人データとして取得す
る場合を含みます）には当該取得に関する事項（いつ、どのような
提供元から、どのような個人データを取得したか、提供元の第三者
がどのように当該データを取得したか等）について確認・記録しま
す。 

 
５．個人関連情報の第三者への提供 
（１）当社は、法令で定める場合を除き、第三者が個人関連情報（個人関

連情報データベース等を構成するものに限ります。以下同じ）を個
人データとして取得することが想定されるときは、当該第三者にお
いて当該個人関連情報のご本人から、当該情報を取得することを認
める旨の同意が得られていることを確認することをしないで、当該
情報を提供しません。 

（２）当社は、法令で定める場合を除き、前項の確認に基づき個人関連情
報を第三者に提供した場合には、当該提供に関する事項（いつ、ど
のような提供先に、どのような個人関連情報を提供したか、どのよ
うに第三者がご本人の同意を得たか等）について確認・記録します。 

 
６．個人データの取扱いの委託 

当社は、利用目的の達成に必要な範囲において、個人データの取扱い
を外部に委託することがあります。 
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当社が、外部に個人データの取扱いを委託する場合には、委託先の選
定基準を定め、あらかじめ委託先の情報管理体制を確認するなど委託
先に対する必要かつ適切な監督を行います。 
当社では、例えば次のような場合に、個人データの取扱いを委託して
います。（④については、下記１２．の個人番号および特定個人情報を
含みます） 
①保険契約の募集・損害調査に関わる業務 
②保険業務の事務処理、印刷・発送処理に関わる業務 
③情報システムの開発・保守・運用に関わる業務 
④個人番号関係事務に関わる業務 

 
７．関係会社・提携先企業との共同利用 
（１）関係会社との共同利用 

＜共同利用する者の範囲および目的＞ 
当社とセコムグループ会社は、その取り扱う商品・サービスの案内
または適切かつ円滑な提供のために（上記３．④および⑥を含みま
す）、個人データを共同利用することがあります。 
※セコムグループ会社とは、セコム株式会社とその連結子会社およ
び持分法適用会社をいいます。 

＜共同利用する個人データの項目＞ 
住所、氏名、電話番号（固定電話・FAX・携帯電話等）・電子メー
ルアドレス等の連絡先、性別、生年月日、契約状況、事故状況、保
険金支払状況、お問い合わせ、依頼内容その他申込書等に記載され
た契約内容 

＜個人データの管理について責任を有する者＞ 
当社（セコム損害保険株式会社）（詳細は上記１．をご覧ください） 

（２）提携先企業との共同利用 
＜共同利用する者の範囲および目的＞ 

当社は、富国生命保険相互会社（以下、「富国生命」といいます）と
の提携商品である「自由診療保険メディコムプラス」をお客さまが
お申込みの場合に、当社および富国生命におけるお客さまの保険契
約のお引き受け、ご継続・維持管理、保険金等のお支払い、その他
保険に関連・付随する業務のために、個人データを富国生命と共同
で利用いたします。 
富国生命については、下記ホームページをご覧ください。 

（https://www.fukoku-life.co.jp/） 
＜共同利用する個人データの項目＞ 

・氏名、生年月日、性別、住所および電話番号等 
・保険期間、保険料および保険料振替口座の口座情報 
・ご契約内容およびその後の異動 
・保険事故の状況等 
・告知書、診査報状、健康管理証明書、その他ご提出いただいた健

康診断結果通知書等に記載の情報、およびその他の保健医療情報 
＜個人データの管理について責任を有する者＞ 

当社(セコム損害保険株式会社)(詳細は上記１.をご覧ください） 
 
８．情報交換制度等 
（１）損害保険業界の情報交換制度について 

当社は、保険契約の締結または保険金の請求に際して行われる不正行
為を排除するために、損害保険会社等との間で、個人データを共同利
用します。 
また、自賠責保険に関する適正な支払のために損害保険料率算出機構
との間で、個人データを共同利用します。 
詳細については、一般社団法人日本損害保険協会のホームページ
（https://www.sonpo.or.jp/）または損害保険料率算出機構のホーム
ページ（https://www.giroj.or.jp）をご覧ください。 

（２）代理店等情報の確認業務について 
当社は、損害保険代理店の適切な監督や当社の職員採用等のために、
損害保険会社との間で、損害保険代理店等の従業者に係る個人データ
を共同利用します。 
また、損害保険代理店への委託等のために一般社団法人日本損害保険
協会が実施する損害保険代理店試験の合格者等の情報に係る個人デー
タを共同利用します。 
詳細については、一般社団法人日本損害保険協会のホームページ
（https://www.sonpo.or.jp/）をご覧ください。 

 
９．国土交通省への自賠責保険のデータ提供 

当社は、原動機付自転車および軽二輪自動車の自賠責保険の無保険車発
生防止を目的として、国土交通省が自賠責保険契約期間を満了している
と思われる上記車種のご契約者に対し契約の締結確認のはがきを出状す
るため、上記車種の自賠責保険契約に関する個人情報を国土交通省へ提
供し、同省を管理責任者として同省との間で共同利用します。 

詳細については、国土交通省のホームページ
（https://www.mlit.go.jp/privacy.html）をご覧ください。 
＜共同利用する個人情報の項目＞ 

・契約者の氏名、住所 
・証明書番号、保険期間 
・車種、車台番号、標識番号または車両番号 
 

１０．信用情報の取扱い 
当社は、保険業法施行規則第53条の9に基づき、信用情報に関する機関
（ご本人の借入金返済能力に関する情報の収集および当社に対する当該
情報の提供を行うものをいいます）から提供を受けた情報であってご本
人の借入金返済能力に関するものを、ご本人の返済能力の調査以外の目
的のために利用しません。 

 
１１．センシティブ情報の取扱い 

当社は、個人情報保護法第2条第3項に定める要配慮個人情報ならびに労
働組合への加盟、門地、本籍地、保健医療および性生活に関する個人情
報（本人、国の機関、地方公共団体、学術研究機関等、個人情報保護法
第57条第１項各号もしくは個人情報保護法施行規則第６条各号に掲げ
る者により公開されているもの、または、本人を目視し、もしくは撮影
することにより取得するその外形上明らかなものを除きます。 
以下、「センシティブ情報」といいます）について、以下の場合を除き、
取得、利用または第三者提供を行いません。 
①保険業の適切な業務運営を確保する必要性から、本人の同意に基づき

業務遂行上必要な範囲でセンシティブ情報を取得、利用または第三者
提供する場合 

②相続手続を伴う保険金支払事務等の遂行に必要な限りにおいて、セン
シティブ情報を取得、利用または第三者提供する場合 

③保険料収納事務等の遂行上必要な範囲において、政治・宗教等の団体
もしくは労働組合への所属もしくは加盟に関する従業員等のセンシテ
ィブ情報を取得、利用または第三者提供する場合 

④法令等に基づく場合 
⑤人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合 
⑥公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために特に必要があ

る場合 
⑦国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受けた者が、法令の

定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合 
⑧学術研究目的の場合（個人情報保護法第20条第２項第６号に掲げる場

合にセンシティブ情報を取得する場合、個人情報保護法第18条第３項
第６号に掲げる場合にセンシティブ情報を利用する場合、または個人
情報保護法第27条第１項第７号に掲げる場合にセンシティブ情報を
第三者提供する場合） 

 
１２．特定個人情報の取扱い 

当社は、個人番号および特定個人情報を法令で限定的に明記された目的
以外のために取得・利用しません。法令で限定的に明記された場合を除
き、個人番号および特定個人情報を第三者に提供しません。また、上記
７．８．９．の共同利用も行いません。個人番号および特定個人情報の
取扱いについては、このほか、６．１４．１５．１９．をご覧ください。 

 
１３．ご契約内容・事故に関するご照会 

ご契約内容・事故に関するご照会については、取扱代理店、当社事業所・
サービスセンターにお問い合わせください。 
当社は、ご照会者がご本人であることを確認させていただいたうえで、
対応いたします。 

 
１４．保有個人データ、個人番号および特定個人情報に関する事項の通知、

開示・訂正等・利用停止等に関するご請求 
個人情報保護法に基づく保有個人データ、個人番号および特定個人情報
に関する事項の通知、開示・訂正等・利用停止等に関するご請求につい
ては、下記１９．のお問い合わせ先にお申し付けください。 
 
当社は、ご請求者がご本人であることを確認させていただくとともに、
当社所定の書式にご記入いただいたうえで手続きを行い、後日、原則と
して書面により回答いたします。開示のご請求については、回答にあた
り、当社所定の手数料をいただくことがあります。 
当社が必要な調査を行った結果、ご本人に関する情報が不正確である場
合は、その結果に基づいて正確な情報に変更させていただきます｡ 

 
１５．個人データの安全管理 

当社は、取り扱う個人データ（当社が取得し、または取得しようとして
いる個人情報であって、個人データとして取り扱われることが予定され



Ⅳ．�p�þ�w�á�æ � � � ���

69 

  
Ⅰ
�·
�¯
�Ü
��
�•
�-
�e
�t
�m
�M
�o��

Ⅱ
�p
�þ
�w
�“
�¯
�~

Ê
	ë��

Ⅲ
�p
�þ
�w
	�
�A
�s
�À
�¿
�t
��
�b
�”
�Ä
�ò��

Ⅴ
�R
�ˆ
�w
	Ý
�¯��

Ⅳ
�p
�þ
�w
�á
�æ��

ているものを含みます）、個人番号および特定個人情報の漏えい、滅失ま
たはき損の防止その他、個人データ、個人番号および特定個人情報の安
全管理のため、基本方針・取扱規程等の整備および組織的・人的・物理
的・技術的な観点での安全管理措置に係る実施体制の整備等、委託先の
監督や外的環境の把握等も含め十分なセキュリティ対策を講じます。 
当社ウェブサイトにおける個人データの安全管理については「ウェブサ
イト・プライバシーポリシー」（https://www.secom-sonpo.co.jp/ 
website_policy.html）をご覧ください。 

 
１６．外国にある第三者への提供 

当社は、ご本人の同意に基づき、再保険の引受保険会社等（海外にある
ものを含みます）に個人データの提供を行うこと（引受保険会社等から
他の引受保険会社等への提供を含みます）があります。 
保険契約の申込みの時点では提供先の引受保険会社等が確定しないため、
当該引受保険会社等が講じる個人データの安全管理措置や、移転先の国
名は特定できません。なお、海外にある引受保険会社等の所在国等につ
いては、下記当社ホームページをご覧ください。
（https://www.secom-sonpo.co.jp/saihoken/） 
また、上記の再保険契約のためのもの以外で、個人データの取扱いを海
外にある外部に委託する場合には、個人情報保護法で求められる、委託
先における個人データの安全管理措置に相当する措置（以下、「相当措置」
といいます）を義務付けた委託契約を委託先との間で締結するとともに、
委託先の相当措置の実施状況等の定期的な確認および委託の是正・停止
等の適切な管理を行い、安全管理措置を講じていきます。 

 
１７．仮名加工情報の取扱い 
（１）仮名加工情報の作成 

当社は、仮名加工情報（法令に定める措置を講じて特定の個人を識
別することができないように個人情報を加工して得られる個人に関
する情報）を作成する場合には、以下の対応を行います。 
・法令で定める基準に従って、適正な加工を施すこと 
・法令で定める基準に従って、削除した情報や加工の方法に関する

情報の漏えいを防止するために安全管理措置を講じること 
（２）仮名加工情報の利用目的 

当社は、仮名加工情報の利用目的を変更した場合には、変更後の利
用目的をできる限り特定し、それが仮名加工情報に係るものである
ことを明確にしたうえで、公表します。 

 
１８．匿名加工情報の取扱い 
（１）匿名加工情報の作成 

当社は、匿名加工情報（法令に定める措置を講じて特定の個人を識
別することができないように個人情報を加工して得られる個人に関
する情報であって、当該個人情報を復元することができないように
したもの）を作成する場合には、以下の対応を行います。 
・法令で定める基準に従って、適正な加工を施すこと 
・法令で定める基準に従って、削除した情報や加工の方法に関する

情報の漏えいを防止するために安全管理措置を講じること 
・作成した匿名加工情報に含まれる情報の項目を公表すること 
・作成の元となった個人情報の本人を識別するための行為をしない

こと 
（２）匿名加工情報の提供 

当社は、匿名加工情報を第三者に提供する場合には、提供しようと
する匿名加工情報に含まれる個人に関する情報の項目と提供の方法
を公表するとともに、提供先となる第三者に対して、提供する情報
が匿名加工情報であることを明示します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１９．お問い合わせ窓口 
当社は、個人情報、個人番号、特定個人情報、仮名加工情報および匿名
加工情報の取扱いに関する苦情・相談に対し適切・迅速に対応いたしま
す。 
当社からのＥメール、ダイレクトメール等による新商品・サービスの案
内について、ご希望されない場合は、下記お問い合わせ先にお申し付け
ください。 
ご本人からお求めがあった場合には、ダイレクトメールの発送停止など、
自主的に利用停止等に応じます。 
ただし、保険契約の維持・管理、保険金のお支払等に関する連絡は対象
とはなりません。 
当社の個人情報、個人番号、特定個人情報、仮名加工情報および匿名加
工情報の取扱いや、保有個人データ、個人番号、特定個人情報、仮名加
工情報および匿名加工情報に関するご照会・ご相談、安全管理措置等に
関するご質問は、下記にお問い合わせください。 

 
＜お問い合わせ先＞ 

セコム損害保険株式会社 お客様相談室 
所在地 〒102-8645 東京都千代田区平河町2-6-2 セコム損保ビル 
フリーダイヤル 0120-333-962 
［受付時間：9:00～12:00・13:00～18:00、月～金曜日（祝日・休日
および年末年始を除く）］ 
当社は、認定個人情報保護団体である一般社団法人日本損害保険協会
の対象事業者です。同協会では、対象事業者の個人情報、個人番号、
特定個人情報、仮名加工情報および匿名加工情報の取扱いに関する苦
情・相談を受け付けております。 

 
＜お問い合わせ先＞ 

一般社団法人日本損害保険協会 そんぽＡＤＲセンター（損害保険 
相談・紛争解決サポートセンター） 
所在地 〒101-0063 東京都千代田区神田淡路町2-105  

ワテラスアネックス７階 
電話 03-3255-1470［受付時間：9:00～17:00、月～金曜日（祝日・
休日および年末年始を除く）］ 
ホームページアドレス（https://www.sonpo.or.jp/） 

 
 

2024年4月 
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 ２ 保険業法に基づく債権 
   (単位：百万円) 

年 度 
区 分 2022年度 2023年度 2024年度 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 － － － 
危 険 債 権 － － － 
三 月 以 上 延 滞 債 権 － － － 
貸 付 条 件 緩 和 債 権 － － － 
小 計 － － － 
正 常 債 権 312 184 0 
合 計 312 184 0 

(注)１.破産更生債権及びこれらに準ずる債権は破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対

する債権及びこれらに準ずる債権です。 

 ２.危険債権は債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および利息の受取り

ができない可能性の高い債権（１に掲げる債権を除く。）です。 

 ３.三月以上延滞債権は元本または利息の支払が、約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸付金(１および２に掲げる債権を除く。)です。 

 ４.貸付条件緩和債権は債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債

務者に有利となる取り決めを行った貸付金(１から３に掲げる債権を除く。)です。 

 ５.正常債権は債務者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとして、１から４までに掲げる債権以外のものに区分される債権です。 

 

 

 ３ 元本補てん契約のある信託に係る債権 
 

 該当事項はありません。 
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４ 単体ソルベンシー・マージン比率 
 (単位：百万円)  

区 分 2023年度 2024年度 
(Ａ)単体ソルベンシー・マージン総額 111,642 115,917 

 資本金等 23,753 26,511 
 価格変動準備金 4,813 5,169 
 危険準備金 89 118 
 異常危険準備金 49,789 53,561 
 一般貸倒引当金 33 33 
 その他有価証券評価差額金・繰延ヘッジ損益(税効果控除前) 31,752 28,103 
 土地の含み損益 △9 △8 
 払戻積立金超過額 － － 
 負債性資本調達手段等 － － 
 払戻積立金超過額および負債性資本調達手段等のうち、マージンに算入されない額 － － 
 控除項目 － － 
 その他 1,419 2,427 

(Ｂ)単体リスクの合計額 
   

65
2

43
2

21 RR)R(R)R(R ＋＋＋＋＋
 24,056 25,858 

 一般保険リスク(Ｒ1) 8,664 8,981 
 第三分野保険の保険リスク(Ｒ2) － － 
 予定利率リスク(Ｒ3) 142 129 
 資産運用リスク(Ｒ4) 15,321 15,085 
 経営管理リスク(Ｒ5) 597 635 
 巨大災害リスク(Ｒ6) 5,733 7,555 

(Ｃ)単体ソルベンシー・マージン比率  928.1% 896.5%  [(Ａ)/{(Ｂ)×1/2}]×100 
 (注)「単体ソルベンシー・マージン比率」とは、保険業法施行規則第86条(単体ソルベンシー・マージン)および第87条(単体リスク)ならびに平成8

年大蔵省告示第50号の規定に基づいて算出された比率です。 
 
【単体ソルベンシー・マージン比率について】 
・損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立型保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を積み立てておりますが、巨大災害の発生や、 

損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生した場合でも、十分な支払能力を保持しておく必要があります。 
・この「通常の予測を超える危険」に対して「損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力」の割合を示す指標として、保険業法等に 

基づき計算されたものが、「単体ソルベンシー・マージン比率」です。 
・「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額をいいます。 

① 保険引受上の危険(一般保険リスク、第三分野保険の保険リスク) 
：保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険(巨大災害に係る危険を除く) 

② 予定利率上の危険(予定利率リスク) 
：実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回りを下回ることにより発生し得る危険 

③ 資産運用上の危険(資産運用リスク) 
：保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより発生し得る危険等 

④ 経営管理上の危険(経営管理リスク) 
：業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①～③および⑤以外のもの 

⑤ 巨大災害に係る危険(巨大災害リスク) 
：通常の予測を超える巨大災害(関東大震災や伊勢湾台風相当)により発生し得る危険 

・「損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力」とは、損害保険会社の純資産(社外流出予定額等を除く)、諸準備金(価格変動準備金・
異常危険準備金等)、土地の含み益の一部等の総額です。 

・単体ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に、経営の健全性を判断するために活用する客観的な指標の一つですが、そ
の数値が200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされています。 
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���������å�S�� �� ��    (単位：百万円) 
区 分 種 類 貸借対照表計上額 取得原価 差 額 

貸 借 対 照 表 計 上 額 が 
取 得 原 価 を 超 え る も の 

公 社 債 9,200 9,129 70 
株 式 39,012 15,271 23,740 
外 国 証 券 17,741 15,241 2,500 
そ の 他 19,705 12,541 7,164 
小 計 85,659 52,183 33,475 

貸 借 対 照 表 計 上 額 が 
取 得 原 価 を 超 え な い も の 

公 社 債 63,764 65,534 △1,769 
株 式 741 816 △75 
外 国 証 券 － － － 
そ の 他 8,768 9,171 △403 
小 計 73,274 75,523 △2,248 

合       計 158,933 127,707 31,226 
(注)１.市場価格のない株式等および組合出資金は上表に含めておりません。 

 ２.その他有価証券（市場価格のない株式等および組合出資金を除く）について53百万円の減損処理を行っております。なお、時価の簿価に対する
下落率が30％以上の銘柄はすべて減損処理を行っております。 

 
���}
��k�`�h�f�w�����A	Â�J�� ��

���������å�S     (単位：百万円) 

種  類 (2023年4月1日から2024年3月31日まで) 
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

公 社 債 365 － 34 
株 式 － － － 
外 国 証 券 1,968 373 － 
そ の 他 0 － 204 

合       計 2,334 373 238 
 

���������å�S   (単位：百万円) 

種  類 (2024年4月1日から2025年3月31日まで) 
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

公 社 債 － － － 
株 式 32 18 － 
外 国 証 券 － － － 
そ の 他 0 － － 

合       計 32 18 － 
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該当事項はありません。 
���}�¬�8�-���è�$�w�Ú
®�w	ô�W��

該当事項はありません。 
���}�á�;�è�$�z�¬�8�-���è�$�Ž�Ž�w�Ú
®�w	ô�W��

該当事項はありません。 
��
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該当事項はありません。 
���}�Ô�¿�´�q�-�U�&�;�^�•�o�M�”�Ã�æ�Ì�Â�Ÿ�Ò	��¾��

該当事項はありません。 
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険料控除といいます。 

質権設定 
債権者がその債権の担保として受け取ったものをその弁済
があるまで留置して弁済がない場合にはそのものから優先
的に弁済を受けられる権利を設定することです。保険契約に
関しては、例えば住宅ローンの借入れにあたり、建物を保険
の対象とする火災保険契約の保険金請求権に質権を設定す
るという方法等で用いられています。 
 

実損てん補 
保険金額を上限として実際の損害額が保険金として支払わ
れることをいいます。 

指定紛争解決機関(そんぽＡＤＲセンター) 
法令に基づいて国の指定を受けた紛争解決機関です。お客さ
まと保険会社との間に損害保険に関するトラブルが発生し
た際、お客さまからの苦情のお申し出内容について保険会社
に対応を求める｢苦情解決手続｣と中立・公正な立場で和解案
を提示し解決に導く｢紛争解決手続｣を実施します。 

支払備金 
決算日までに発生した保険事故で、保険金が未払いのものに
ついて、保険金支払いのために積み立てる準備金のことをい
います。 

重要事項説明書 
ご契約いただくに際し、「契約概要」「注意喚起情報」など特
に重要な事項を記載したものです。保険業法では、保険会社
または募集人が契約者および被保険者に対して交付し重要
事項を説明しなければならないこととなっています。 

正味事業費率 
保険料に対する事業費の割合のことで、保険会社の経営の効
率性を示す指標の一つです。損益計算書上の「諸手数料及び
集金費」に「営業費及び一般管理費」のうち保険引受に係る
金額を加えたものを「正味収入保険料」で除した割合となり
ます。 

正味収入保険料 
元受保険料および受再保険料収入から再保険料、解約等の返
戻金を控除し、さらに、積立保険の積立部分の保険料を控除
した保険料をいいます。 

正味損害率 
保険料に対する支払った保険金の割合のことで、保険会社の
経営分析や保険料率の算出に用いられます。損益計算書にあ
る「正味支払保険金」に「損害調査費」を加えたものを「正
味収入保険料」で除した割合となります。 

新価基準 
再調達価額(新価)による評価額および保険金支払額の基準
のことをいいます。 

責任準備金 
将来生じうる保険金支払い等保険契約上の債務に対して、法
律に基づき保険会社が積み立てる準備金の総称をいいます。
その分類としては、「普通責任準備金」「異常危険準備金」「危
険準備金」「払戻積立金」「契約者配当準備金」などがありま
す。 

全損 
保険の対象が完全に滅失した場合(火災保険であれば全焼、
全壊)や、修理、回収に要する費用が再調達価額または時価
額を超えるような場合のこと。前者の場合を現実全損(絶対
全損ともいう)、後者の場合を経済的全損(海上保険の場合は
推定全損)といいます。なお、これらに至らない損害を分損
といいます。 

ソルベンシー・マージン比率 
巨大災害の発生や、保有資産の大幅な価格下落等の「通常の
予測を超える危険」に対する「資本金、準備金等保険会社が
保有する支払い余力」の割合をいい、経営の健全性を測る指
標の一つです。 

損害保険大学課程 
「損保一般試験」に合格した募集人が、さらなるステップア
ップを目指すしくみとして2012年7月に創設され、「専門コ
ース」と「コンサルティングコース」の２つのコースにより
構成されています。 
「専門コース」は、損害保険の募集に関連の深い分野につい
て、「損保一般試験」基礎単位よりも一層専門的に修得する
ためのコースです。 
「コンサルティングコース」は、「専門コース」の認定を取
得した募集人が、「専門コース」で修得した知識を踏まえ、
顧客のニーズに応じたコンサルティングを行うことができ
るように、より実践的な知識・業務スキルを修得するための
コースです。 
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損害保険募集人一般試験(損保一般試験) 
損害保険業界共通で行う試験制度です。保険会社から委託を
受けた代理店および役員・使用人の方(以下「募集人」)が、
保険商品に関する知識を確実に身につけ、顧客ニーズに応じ
たわかりやすい説明が行えるよう、「基礎単位」と「商品単
位」により構成されています。なお、「基礎単位」に合格し
なければ、代理店登録または募集人届出ができません。また、
原則として、募集人は、2013年12月以降、それぞれが取り
扱う保険商品に応じた「商品単位」に合格しなければ、当該
保険商品の取り扱いができないことになっています。 
  

   タ行 
大数
たいすう

の法則 
サイコロを振って１の目の出る確率は、振る回数を増やせば
増やすほど６分の１に近づいていきます。すなわち、ある独
立的に起こる事象について、それが大量に観察されればある
事象の発生する確率が一定値に近づくということです。これ
を大数の法則といいます。個々人にとっては偶発的な事故で
あっても、大量に観察することによってその発生率を全体と
して予測できるということになります。保険料算出の基礎数
値の一つである保険事故の発生率は、大数の法則に立脚した
統計的確率にほかなりません。 

超過保険 
保険金額が保険価額を超える状態のことをいいます(保険金
額＞保険価額)。 

通知義務 
保険を契約した後、保険会社が告知を求めた事項に変更が生
じた場合に、保険会社に連絡していただく義務のことです。 

積立保険 
火災保険の補償機能に加え、満期時に満期返戻金が支払われ
る長期の保険です。 

統合的リスク管理 
エンタープライズ・リスク・マネジメント(Enterprise Risk 
Management)と同義。略称はERM。 
保険会社の直面するリスクに関して、潜在的に重要なリスク
を含めて総体的に捉え、保険会社の自己資本等と比較・対照
し、さらに保険引受や保険料率設定などフロー面を含めた事
業全体としてリスクをコントロールする、自己管理型のリス
ク管理を行うことです。 
 

   ハ行 
被保険者 
保険の補償を受ける人、または保険の対象となる人をいいま
す。保険契約者と同一人のこともあり、別人のこともありま
す。後者の場合の保険契約を「他人のためにする保険契約」
といいます。 

被保険利益 
ある物に偶然な事故が発生することにより、ある人が損害を
被るおそれがある場合に、そのある人とある物との間にある
利害関係をいいます。損害保険契約は損害に対し保険金を支
払うことを目的とすることから、その契約が有効に成立する
ためには、被保険利益の存在が前提となります。 

比例てん補 
損害が生じたとき、保険金額が保険をつけていた物の価額
(保険価額)に不足している一部保険の場合に、保険金額の保
険価額に対する割合等で保険金が支払われることをいいま
す。 

分損 
部分的損害のことで、全損以外の損害をいいます。 

法律によって付保が義務づけられている保険 
「自動車損害賠償保障法」に基づく自動車損害賠償責任保険
(自賠責保険)等があります。 

保険価額 
被保険利益を金銭に評価した額であり、保険事故が発生した
場合に被保険者が被る可能性のある損害の最高見積額のこ
とです。 

保険期間 
保険の契約期間、すなわち保険会社の責任の存続期間。この
期間内に保険事故が発生した場合にのみ保険会社は保険金
を支払います。ただし、保険期間中であっても保険料が支払
われていないときには保険会社の責任は開始しないと定め
ることが一般的です。 

保険金 
保険事故により、損害が生じた場合に、保険会社が被保険者
に支払う金銭のことです。 
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保険金額 
保険事故が発生した場合に、保険会社が支払う保険金の限度
額をいい、その金額は、保険契約者と保険会社との契約によ
って定められます。すなわち、契約金額のことです。 
 

保険契約準備金 
保険契約に基づく保険金支払いなどの責任を果たすため
に、保険会社が決算期末に積み立てる準備金で、支払備
金や責任準備金があります。 
 

保険事故 
保険契約において、保険会社がその事実の発生を条件として
保険金の支払いを約束した偶然な事実をいいます。火災、交
通事故、人の死傷等がその例です。 

保険引受利益 
正味収入保険料等の保険引受収益から、保険金や損害調査費、
満期返戻金等の保険引受費用と、保険引受に係る営業費及び
一般管理費を控除し、その他収支を加減したものをいいます。
なお、その他収支は自賠責保険等に係る法人税相当額等です。 

保険約款
やっかん

 
保険契約の内容を定めたもの。保険約款には、同一種類の保
険契約のすべてに共通な契約内容を定めた普通保険約款と、
個々の契約において普通保険約款の規定内容を補充・変更・
排除する特約とがあります。 

保険料 
被保険者の被る危険を保険会社が負担するための対価とし
て、保険契約者から領収する金銭のことです。 

保険料即収の原則 
保険契約時に保険料全額を領収しなければならないという
原則。なお、保険料分割払契約等、特に約定がある場合には、
この原則は適用されません。 
  

   マ行 
マリン・ノンマリン 
マリンは海上保険を意味し、船舶保険、貨物保険、運送保険
が含まれます。ノンマリンは、マリン以外の保険を意味し、
火災保険、自動車保険、傷害保険等を含みます。 

満期返戻金 
積立型保険で契約が満期まで有効に存続し、保険料の全額払
い込みが完了している場合、満期時に保険会社から保険契約
者に支払われます。 
 

免責 
保険事故が発生した場合には、保険会社は保険契約で定めら
れた保険金支払いの義務を負いますが、特定の事由により事
故が生じたとき等は、例外としてその義務を免れることをい
います。 

免責金額 
お支払いする保険金の計算にあたって、損害の額から差し引
く金額をいいます。免責金額は被保険者の自己負担となりま
す。 

元受保険 
再保険に対応する用語で、ある保険契約について再保険契約
がなされているとき、再保険契約に対してそのある保険契約
を元受保険といいます。また、保険会社が個々の契約者と契
約する保険のすべてを指す場合があります。 
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